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１．2026年５月期第３四半期の連結業績（2025年６月１日～2026年２月28日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年５月期第３四半期 23,989 △31.0 1,612 △14.5 1,483 △18.0 997 △16.8
2025年５月期第３四半期 34,768 66.3 1,885 50.5 1,810 46.9 1,199 38.7

(注) 包括利益 2026年５月期第３四半期 997百万円( △16.8％) 2025年５月期第３四半期 1,199百万円( 38.7％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年５月期第３四半期 83.36 83.32
2025年５月期第３四半期 100.41 100.37

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年５月期第３四半期 39,571 10,260 25.9

2025年５月期 24,889 9,760 39.2
(参考) 自己資本 2026年５月期第３四半期 10,257百万円 2025年５月期 9,757百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年５月期 － 0.00 － 42.00 42.00

2026年５月期 － 0.00 －
2026年５月期(予想) 46.00 46.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有

３．2026年５月期の連結業績予想（2025年６月１日～2026年５月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 36,300 △16.0 2,900 12.4 2,700 8.9 1,840 10.2 153.39
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年５月期３Ｑ 13,363,540株 2025年５月期 13,363,540株

② 期末自己株式数 2026年５月期３Ｑ 1,372,978株 2025年５月期 1,416,432株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年５月期３Ｑ 11,972,025株 2025年５月期３Ｑ 11,947,089株

(注)期末自己株式数には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式（2025年５月期755,900株、

2026年５月期３Ｑ712,400株）が含まれております。また、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に

は、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式（2025年５月期３Ｑ284,773株、2026年５月期

３Ｑ730,951株）が含まれております。

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ：有(任意)

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注

意事項等については、添付資料３ページ「１.経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説

明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が継続され、社会経済活動は緩やかな

回復傾向となりました。一方、米国の通商政策や緊迫が続く中東情勢に加え、継続する物価上昇もあり、依然とし

て景気の先行きは不透明な状況が続いております。

当社グループの属する建設業界におきましては、建設資材の高止まり、慢性的な技術労働者不足、更には時間外

労働の上限規制への対応等、依然として厳しい事業環境が続いております。

このような状況のもと、当社グループの主要事業エリアである東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）に

おける2025年（暦年）のマンション着工件数は40,305戸（前年比21.0％減）となりました。また、2025年（暦年）

のマンション供給件数は21,962戸（同4.5％減）と４年連続の減少となっております。

2026年（暦年）の動向につきましては、マンション着工件数は2025年（暦年）と比べ低迷が予想されますが、マ

ンション供給件数は2.2％増の23,000戸程度、販売在庫は2025年（暦年）と同水準と予想されていること、引き合い

案件は依然活況であること、東京圏における当社グループのシェアは３％程度と伸張の余地は充分にあることから、

当社グループにおける当面の受注及び施工物件の確保は可能と考えております。

（データはいずれも国土交通省-公表資料、「都道府県別着工戸数」及び（株）不動産経済研究所-公表資料、

「首都圏マンション市場動向」、「首都圏マンション市場予測－2026年の供給予測－」より）

当社グループは「より良質な住宅を供給し、豊かな住環境に貢献する」という社是を制定し、より良質な住宅を

供給するという社会的使命を果たすべく事業を推進しております。「安全・安心・堅実」という基本方針に関し、

安全につきましては、安全パトロールの実施等を徹底しております。安心と堅実に対応する品質につきましては、

段階別品質巡回や独自のマニュアルの徹底とその品質保持のための研修会等を定期的に開催しております。また、

建物の強度を保つ重要な躯体部分（杭、配筋、生コンクリート）の品質について、第三者機関による監査を導入し、

建物の品質確保に万全を尽くしているほか、特定の内装下地も新たに対象とし、安心と品質を追求し、信頼獲得に

つなげております。

当社グループは、創業20周年に向けた中期経営計画『First VISION 2031』を策定し、フェーズ１として2028年５

月期に売上高500億円、フェーズ２として2031年５月期に売上高1,000億円を目指す方針を公表いたしました（2026

年1月14日公表）。

本計画において、数値目標の着実な達成にむけて、既存事業の更なる拡大のための事業推進及び積極的な成長投

資により資本収益性の向上を目指します。

セグメントごとの業績につきましては、次のとおりであります。

（建設事業）

建設事業におきましては、売上高19,966,335千円（前年同期比18.7％増）、セグメント利益2,254,456千円（前年同

期比104.1％増）となりました。

当第３四半期連結累計期間におきましては、受注件数４件、受注高15,513,806千円及び受注残高30,928,021千円と

受注計画値200億円に向けて、順調に推移いたしました。

（不動産事業）

不動産事業におきましては、売上高3,809,104千円（前年同期比78.5％減）、セグメント利益231,119千円（前年同

期比86.0％減）となりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は23,989,867千円（前年同期比31.0％減）、営業利益

1,612,208千円（前年同期比14.5％減）、経常利益1,483,857千円（前年同期比18.0％減）、親会社株主に帰属する

四半期純利益997,940千円（前年同期比16.8％減）となりました。
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（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ14,681,409千円増加し、

39,571,174千円となりました。これは、現金及び預金が1,645,879千円減少した一方で、仕掛販売用不動産が

6,468,479千円、販売用不動産が3,825,640千円、受取手形・完成工事未収入金等が3,516,006千円、電子記録債権

が2,265,670千円それぞれ増加したことが主な要因であります。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ14,181,804千円増加し、

29,310,665千円となりました。これは、支払手形・工事未払金等が1,583,499千円、電子記録債務が1,229,961千

円それぞれ減少した一方で、短期借入金が12,874,000千円、長期借入金が3,069,622千円それぞれ増加したことが

主な要因であります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ499,605千円増加し、10,260,509

千円となりました。これは、配当金の支払により利益剰余金が533,526千円減少した一方、親会社株主に帰属する

四半期純利益の計上により利益剰余金が997,940千円増加したことが主な要因であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年５月期の業績予想につきましては、2026年４月14日に公表いたしました「業績予想の修正に関するお知ら

せ」をご参照下さい。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2026年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,400,034 3,754,154

受取手形・完成工事未収入金等 7,013,111 10,529,118

電子記録債権 191,950 2,457,620

販売用不動産 3,473,498 7,299,138

仕掛販売用不動産 7,565,928 14,034,407

未成工事支出金 9,568 41,179

その他 553,974 697,586

流動資産合計 24,208,066 38,813,205

固定資産

有形固定資産 159,839 153,490

無形固定資産 15,340 14,044

投資その他の資産 506,519 590,434

固定資産合計 681,699 757,969

資産合計 24,889,765 39,571,174

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,096,353 2,512,854

電子記録債務 3,504,311 2,274,349

短期借入金 270,000 13,144,000

１年内返済予定の長期借入金 1,251,663 2,473,344

未払法人税等 458,383 178,084

未成工事受入金 547,549 763,736

賞与引当金 15,700 －

完成工事補償引当金 91,993 73,019

アフターコスト引当金 14,338 8,991

その他 1,345,829 1,213,997

流動負債合計 11,596,123 22,642,377

固定負債

長期借入金 3,192,780 6,262,402

退職給付に係る負債 136,026 151,006

株式給付引当金 118,013 143,815

役員株式給付引当金 51,868 46,563

その他 34,050 64,500

固定負債合計 3,532,738 6,668,288

負債合計 15,128,861 29,310,665



ファーストコーポレーション株式会社(1430) 2026年５月期 第３四半期決算短信

5

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2026年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 730,429 730,429

資本剰余金 726,777 726,777

利益剰余金 9,329,428 9,793,841

自己株式 △1,029,041 △993,849

株主資本合計 9,757,593 10,257,199

新株予約権 3,310 3,310

純資産合計 9,760,903 10,260,509

負債純資産合計 24,889,765 39,571,174
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年６月１日
至 2025年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年６月１日
至 2026年２月28日)

売上高 34,768,362 23,989,867

売上原価 31,710,984 21,184,402

売上総利益 3,057,378 2,805,464

販売費及び一般管理費 1,172,244 1,193,256

営業利益 1,885,133 1,612,208

営業外収益

受取利息 979 7,984

受取保険金 6,681 10,219

受取手数料 265 98

業務受託料 350 －

その他 2,177 3,791

営業外収益合計 10,453 22,093

営業外費用

支払利息 83,853 125,207

その他 1,134 25,237

営業外費用合計 84,988 150,444

経常利益 1,810,599 1,483,857

特別損失

固定資産除却損 16,476 －

特別損失合計 16,476 －

税金等調整前四半期純利益 1,794,122 1,483,857

法人税、住民税及び事業税 443,122 504,707

法人税等調整額 151,393 △18,790

法人税等合計 594,515 485,916

四半期純利益 1,199,607 997,940

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,199,607 997,940
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年６月１日
至 2025年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年６月１日
至 2026年２月28日)

四半期純利益 1,199,607 997,940

四半期包括利益 1,199,607 997,940

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,199,607 997,940

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等の注記）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2024年６月１日 至 2025年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額
(注)３建設事業 不動産事業 計

売上高

外部顧客への売上高 16,813,833 17,736,494 34,550,328 218,033 34,768,362 － 34,768,362

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － －

計 16,813,833 17,736,494 34,550,328 218,033 34,768,362 － 34,768,362

セグメント利益又は損
失（△）

1,104,846 1,652,776 2,757,622 △61,786 2,695,836 △810,702 1,885,133

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、一級建築士事務所としての

設計業務、不動産賃貸業、マンション管理運営業の売上等であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△810,702千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2025年６月１日 至 2026年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額
(注)３建設事業 不動産事業 計

売上高

外部顧客への売上高 19,966,335 3,809,104 23,775,439 214,427 23,989,867 － 23,989,867

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － －

計 19,966,335 3,809,104 23,775,439 214,427 23,989,867 － 23,989,867

セグメント利益又は損
失（△）

2,254,456 231,119 2,485,576 △52,483 2,433,092 △820,884 1,612,208

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、一級建築士事務所としての

設計業務、不動産賃貸業、マンション管理運営業の売上等であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△820,884千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2024年６月１日
至 2025年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年６月１日
至 2026年２月28日)

減価償却費 8,466 千円 10,384 千円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
2026年４月14日

ファーストコーポレーション株式会社

取締役会 御中

東陽監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大 橋 睦

指定社員
業務執行社員

公認会計士 立 澤 隆 尚

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているファーストコーポレーション株式会社の2025年６月

１日から2026年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2025年12月１日から2026年２月28日まで）及

び第３四半期連結累計期間（2025年６月１日から2026年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施
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される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関

する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対

して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １ 上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期決算

短信開示会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


